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　長引くマイナス金利政策、人口減少に伴う地方
経済の衰退により、地域銀行の経営状況はますま
す厳しいものになっている。しかし、大胆な人員
削減・店舗の統廃合を中心とする構造改革に踏み
出した大手銀行に比べ、地域銀行の構造改革への
取り組みは遅れているように思われる。武下毅「コ
スト削減と地域密着の相克に悩む地域銀行」（『金
融財政事情』2017年 12月 4日号）は、地域銀行
が大胆な構造改革に踏み出せない理由の一つとし
て、「地銀ならではの制約」があると指摘している。
大手銀行と異なり、地域銀行は地元地域との関わ
りが密接である。このため不採算店舗を抱えてい
ても、店舗存続を願う地元住民や自治体の声を無
視することができず、店舗の廃止に踏み切ること
が難しいのである。
　大手銀行に比べ店舗の統廃合のハードルが高い
地域銀行は、どのような改革を進めるべきなのだ
ろうか？ここでは、近年急速な発展を見せている
フィンテックを活用した地域銀行改革の提言を紹
介したい。
　大庫直樹「新しい時代に求められるチャネルと
融資のあり方」（『金融財政事情』2017年 12月 4
日号）は、フィンテックを活用したコスト削減の
アイデアを提案している。同論文では、地域銀行
経営の重荷となっている山間島嶼部の店舗につい
て、「フィンテック活用により、2名体制という究
極の店舗軽量化が可能」と論じている。現状では、
人口の少ない山間島嶼部の店舗でも 5人以上のス
タッフが配置されているのが一般的であり、（店
舗収益に比べ過大な）人件費が店舗の採算を悪化
させている。この問題の解決策として、同論文は
フィンテックの活用を提言している。例えば、テ
レビ会議システムで山間島嶼部の店舗と銀行本部
をつなぐシステムを整備することにより、来店し
た顧客の資産運用の相談などに銀行本部のスタッ
フが対応できるようになる。そうすれば店舗の人
員を減らすことが可能となる。このような取り組
みにより、山間島嶼部の店舗は、必要最小限の 2
名（店舗が所在する自治体などのリレーション
シップマネジメントを担当する 1名と店舗の内部
管理を担当する 1名）で運営できるようになると
論じている。同論文では、大手銀行による先進的
なフィンテック活用事例（テレビ会議システムで
店舗と本部ローンセンターをつないで住宅ローン
の返済業務を処理）が紹介されており、提言を説
得的なものとしている。
　地域銀行が生き残るためには、コストを削減す
るだけでなく収益を拡大することも重要である。
フィンテックの活用は地域銀行の収益拡大にもつ
ながる可能性がある。小松真実「シェアリングエ
コノミーによる金融の現状」（『金融ジャーナル』
2017年 11月号）では、現在拡大しつつある地域
銀行とクラウドファンディングとの連携について
論じている。インターネットを通じて個人投資家
から小口資金を調達する仕組みであるクラウド
ファンディングは、銀行と競合する金融サービス
